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運輸安全マネジメントと保安監査
～索道事業の安全確保～
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鉄道安全監査官

令和６年７月２日

令和６年索道管理者基礎講習会
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１‐１①.運輸安全マネジメント制度はなぜできた

平成１７年 各運輸事業で事故やトラブルが多発
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１‐１②.運輸安全マネジメント制度はなぜできた
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１‐１③.運輸安全マネジメント制度はなぜできた



１‐１④.運輸安全マネジメント制度はなぜできた
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現 場

経営トップから現場までが
一丸となって作り上げた

安全管理体制を
運輸安全マネジメント制度で

評価・助言
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１‐２①.運輸安全マネジメント制度とは？

索道技術管理員

索道係員

安全確保に向けた国の役割

索道施設の維持・管理
運転取扱い等の適否

法令違反の有無
保安監査でチェック

経営者・代表者

安全統括管理者

索道技術管理者等

安全管理体制



7

１‐２②.運輸安全マネジメント制度とは？



※付属書「鋼索鉄道・索道事業者等における安全管理の進め方」に記載する内容を
  もとに取り組むことが可能

１‐２③.運輸安全マネジメント制度とは？

8



代表者（経営者）は、安全管理体制に主体的
かつ積極的に関与し、リーダーシップを発揮

安全方針に沿って、年度の安全
に関する目標とそれを達成する
ための取組計画を策定・周知

自社の安全管理体制の構築・運用
状況の社内チェックを少なくとも１
年毎に自らチェック（重大事故等の
場合は随時）

安全管理の
取組み状況の

点検

安全管理の
取組み状況の改善

点検の結果等、安全管理体制の中で明
らかになった課題等について、継続的に
是正措置及び予防措置を実施

安全方針

代表者の責務

文書の作成及び管理 記録の作成及び維持

輸送の安全に必要な
手順・規則

情報伝達及びコミュ
ニケーションの確保

事故等の対応

法令等の遵守

教育・訓練

安全重点施策

輸送の安全に関するＰＤＣＡサイクル

安全方針を策定・周知

１‐３.安全管理体制はどのように作るのか

D

CA

P
(Ｐｌａｎ) (Ｄｏ)

(Ａｃｔ)           (Ｃｈｅｃｋ)
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運輸事業者の代表者（経営者）や安全統括管理者等を対象として、
実際の安全に関する取組みの実施状況を確認し、その取組みや体
制の改善等に向けた助言を行うため、職員が事業者に対し、評価を
行うこととしています。

運輸安全マネジメント評価の実施

１‐５.運輸安全マネジメント評価はどうやるの？

例

○実施期間：１日～２日間で実施
○場 所：事業者の本社等
○作業内容：代表者ほか安全統括管理者への

インタビューと書類の確認
○評価指針：鋼索鉄道・索道事業者における

安全管理の進め方（ガイドライン）

ＱＲコード

運輸安全マネジメン
ト制度解説ビデオ

の公開
（国土交通省ＨＰ）
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１‐４.運輸安全マネジメント評価の実際



国土交通省ホームページへ

１‐⑪.運輸安全マネジメントついて詳しくは！

https://www.mlit.go.jp/unyuanzen/index.html

国土交通省 運輸安全 検索

ＱＲコード
運輸安全マネジメント制度に関する参考資料

（国土交通省ＨＰ） 12



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

２.索道保安監査について
～索道事業の安全確保～

国土交通省 北海道運輸局

鉄道安全監査官

令和６年７月２日

令和６年索道管理者基礎講習会

13



保安監査は、
・輸送の安全を確保するための取組が適切であるか

・施設の管理及び保守並びに運転取扱いが適切であるか

等について監査することにより、輸送の安全を確保することを目的としている。
※ 根拠法令：鉄道事業法第５６条（立入検査）

監査では、
・輸送の安全確保に関する安全管理体制
・索道施設及び運転取扱いに関する法令の遵守状況
・索道施設の整備状況、補修計画及び補修実績
・保安業務に従事する係員の教育訓練の実施状況
等について、書類監査や現場への立入りにより確認する。

実施方法

保安監査の結果、改善すべき事項が認められた場合には、改善命令又は改善指示等を発出。

監査結果の処理

輸送の安全、利用者の利便その他公共の利益を阻害している事

実があると認められる場合は、鉄道事業法第２３条の規定に基

づく事業改善命令を発出することができる。

① 事業改善命令
(鉄道事業法第23条
の行政処分)

①以外の場合であって、輸送の安全、その他公共の利益を阻害

している事実がある場合又は阻害するおそれがあると認められ

るときは行政指導を行う。

② 改善指示
(行政指導)

２‐１．保安監査とは？
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２‐２.保安監査の実施状況

令和４年度の索道保安監査実施状況

※（ ）内は令和３年度の数を示し、下欄は３年度に対する４年度
の増減を示す。

監査索道基数（実績）
監査事業者数
（実績）

合 計特殊索道普通索道

197基
（47）

180基
（38）

１７基
（９）

全国 ６５ 事業者
（21）

４２基
（４）

４０基
（３）

２基
（１）

北海道 １５ 事業者
（3）

＋１５０
＋ ３８

＋１４２
＋ ３７

＋ ８
＋ １

全 国 ＋４４
北海道 ＋１２
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合 計一般事項細 則施 設運転取扱検 査手 続 き

９６件３件２２件２５件１件２４件２１件全 国

３１件０件２件９件１件１１件８件北海道

改善命令・指示の主な内容
手続き ：加速度検出、風速計設定値変更（工事計画、運転細則との相違）
検 査 ：検査結果不適切（制動試験）、絶縁抵抗不良、検査項目の

一部未実施、記録保存なし
施 設 ：電気設備不良（絶縁抵抗）
一般事項 :教育・訓練の一部未実施

● 同じ事例でも原因により２種類に分けられる
・法令や規程を正しく理解できているが違反したケース
・法令や規程を理解出来ていない、または誤って理解していて違反したケース

安全管理体制の浸透 、 教育の見直し 、 設備の改修などの措置が必要

２‐３.令和４年度の保安監査に基づく処分等

令和４年度 処分件数（項目別）
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２‐４①.保安監査における指摘事項（手続き関係）

根拠
法等

指 摘 事 項 の 内 容
北
海
道

指 摘 箇 所

件数
項
目

事業法
38(12)
38(19)

過速度検出及び風速計に係る索道施設の
変更手続き未実施

６６

施 設

手

続

き

関

係

救助装置、風速計、非常停止用押ボタン
スイッチ等の取付位置に係る索道施設の
変更手続き未実施

０４

保安通信設備、救助装置の種類を変更に
係る索道施設の変更手続き未実施

０３

保安通信設備、停留場の非常停止スタン
ド、線路監視装置の増設・撤去に係る索
道施設の変更手続き未実施

１４

搬器数減少に係る索道施設の変更手続き
未実施

０４ 17



２‐４②.保安監査における指摘事項（手続き関係）
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根拠
法等

指 摘 事 項 の 内 容
北
海
道

指 摘 箇 所

件数
項
目

事業法
38(12)
38(19)

乗越検出装置の作用変更に係る索道施設
の変更手続き未実施

０１施設
手
続
き
関
係

索道運転事故が発生したにもかかわらず、
運輸局への速報、索道運転事故報告書及
び索道運転事故等届出書が未提出

１２
施設
以外

８２１小計



２‐５①.保安監査における指摘事項（検査関係）

根拠法
等

指 摘 事 項 の 内 容
北
海
道

指 摘 箇 所

件数項 目

事業法
35

索道省
令
42,43

審査要
領
10.3,
10.4

配電線路に係る電柱について、1月及
び12月並びに臨時検査が未実施

１３

点検・
検査

検

査

関

係

補助制動装置及び保安装置の絶縁抵
抗測定未実施

２３

受配電設備の定期検査について、外
注先の検査結果報告に基づく判定未
実施

０１

握索装置の解体検査が整備細則の周
期を超過

０１

加速度検出装置・過負荷検出装置・
異常風速検出装置作用の良否未実施

０１ 19



根拠法等指 摘 事 項 の 内 容
北
海
道

指 摘 箇 所

件数項 目

事業法
35

索道省令
42,43

審査要領
10.3,
10.4

検査記録の一部が未保存３４

記録・
保存

検
査
関
係

未設置の設備についての検査記録０１

検査結果の未記載３３

実際の設備と検査記録簿との不整合２２

１１２４小 計

２‐５②.保安監査における指摘事項（検査関係）
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根拠法等指 摘 事 項 の 内 容
北
海
道

指 摘 箇 所

件数項 目

事業法
35

索道省令
19,27,32,
39,42

審査要領
3.2,7.2,
10.1

絶縁不良の夜間照明設備使用、接
地抵抗、絶縁抵抗が検査基準値を
超過

４５電気設備

施

設

関

係

転落防止ネットが木製の板に変更１１乗降場

旅客が遵守すべき事項の表示不備３９乗降場・乗降場間

搬器と木の枝が接触０１乗降場間

ブレーキシュー隙間間隔基準超過０１制動装置

ころがり軸受の交換時期が整備細
則の基準を超過

０１緊張滑車

搬器の出発間隔が運転細則と相違０１搬器

２‐６①.保安監査における指摘事項（施設関係）
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根拠法等指 摘 事 項 の 内 容
北
海
道

指 摘 箇 所

件数項 目

事業法35
索道省令
19,32,39
,42
審査要領
2.1,
10.1.
10.2.
10-3

過張力検出装置の取付位置が不適切１２
過張力検出
装置

保
安
設
備

施

設

関

係

乗車規制装置の電源が切られていた０１乗車規制装置

速度計が故障していた０１速度計

運転予鈴の未設置０１運転予鈴

中間停留場に設置されていた非常停止用
押ボタンスイッチの損傷

０１
非常停止用
押しボタンス
イッチ

９２５小 計

２‐６②.保安監査における指摘事項（施設関係）
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２‐７.日常的に確認していただきたいこと

★ 整備細則・運転細則
・現状の索道施設、運転取扱いとの整合性
・検査周期、検査項目、検査記録の整合性

★ 検査結果の判定は複数で確認
・基準値の判断ミス、転記ミス、記入漏れ等

★ 各種手続き等の必要性を理解
・工事計画、運転・整備細則、施設変更など
・安全管理規程の変更
・安全統括管理者、索道技術管理者の選解任届出
・安全報告書の公表など 23



３ ‐ ３．鉄道事業法に基づく各種届出について

１．安全管理規程変更届出について
安全管理規程の変更は、
「安全管理体制図の変更」によるものが多い。
（例）・索道基数の変更、索道技術管理者数の変更

・安全統括管理者、索道技術管理者等の役職名の変更
など

【注意事項】
安全管理規程の変更は、

施行日（改正日）より前に届出（事前届出）

と法に定められている。

24



◆安全統括管理者選任・解任届出
根拠：鉄道事業法第３８条において準用する同法第１８条の３

１．選任要件（鉄道事業法施行規則第５８条の４）
◎ 索道の安全に関する次のいずれかの業務の経験 ３ 年以上

① 索道の設計、施工・製作・改造
② 索道の運行及び索道施設の保守（季節限定 １シーズン０．８年）
③ 索道の設計計画、投資計画、人員計画等の作成業務等管理的業務
④ 上記①～③に類する業務

◎ 次のいずれの権限も有する者 （原則：取締役等）
① 当該索道の安全の状況を把握できる権限、
② 統括すべきすべての安全関係部署 に対して指揮命令権

を行使し又は必要な指示を出し得る権限
◎ 解任命令で解任された日から２年を経過しない者は不可

２．選任・解任届出等

◎ 選任・解任届出 事後届出（変更後、遅滞なく）

◎ 事業者ごとに１名の選任

（複数の各事業所で組織、権限が独立 事業所ごとに選任可能）

３ ‐ １．鉄道事業法に基づく各種届出について
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３ ‐ ３．鉄道事業法に基づく各種届出について

26

安全統括管理者を選任・解任した場合には、
遅滞なく届出を行う必要があります。

（事後届出）

※ 遅滞なく・・・概ね２週間以内でお願いします。

このため、安全統括管理者を選任・解任した時には、早めに届出
書をご提出ください。

これら届出書の提出にあたり、ご不明な点がござい
ましたら、鉄道部鉄道安全監査官にご相談ください。

電話（０１１-２９０-２７３４）



３ ‐ ４．安全報告書の公表

•安全報告書の公表について
毎事業年度終了後６ヶ月以内の公表を

お忘れなく。

通常、事業年度終了月は、会社の決算月

公表は、インターネットなど

後日、公表調査にもご協力を

お願いいたします。
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おわり

ご清聴ありがとうございました。
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